
衛生のための水

「WASH（水・トイレ・衛生習慣）」へのアクセス

（安全な飲料水と衛生に対する人権を含む）。

持続可能な開発のための水

水の価値評価、水・エネルギー・食糧のネクサス、持

続可能な経済・都市開発。

気候、レジリエンス、環境のための水

Source to Sea（水源から海まで）、生物多様性、気

候、レジリエンス、災害リスク削減。

協力のための水

国境を跨ぐ国際水協力、部門横断的な協力、2030ア

ジェンダの水関連目標。

水の国際行動の10年

国連事務総長の行動計画によるものを含め、「行動の

10年」の目標の実施を加速させる。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015年 2020年

安全な水 基本¹ 限定的² 未改善³ 地表水

2023年4月3日

情報提供資料

国連世界水会議が開催
国連は「世界水の日」である3月22日から24日まで、

ニューヨークで国連世界水会議を約半世紀ぶりに開催しま
した。世界的な水危機に対する認識を高めること、そして
国際的に合意された水関連の目標の達成に向けた協調行動
を決定することが会議の目的です。同会議では、事前に5
つのテーマが掲げられ、これらのテーマに沿い、ディス
カッション等が行われました（図表1） 。最終的に、同会
議を通じて700以上のコミットメントが発表され、「水行
動アジェンダ」という自主的な取り組みのアジェンダとし
て取りまとめられました。

また、水を巡る諸問題は気候変動問題とも密接に結びつ
く問題です。世界水会議が開催された同じ週には、気候変
動に関する政府間パネル（IPCC）によって、気候変動の
現状評価と求められる対策を取りまとめた第6次評価報告
書の統合報告書が公表されました。第6次評価報告書の中
では、地球上の気温が産業革命以前から2℃上昇した場合、
干ばつをはじめとする異常気象の激甚化・頻発化が起こり、
結果的に今世紀末までに世界の人口の8億人から30億人が
水不足に陥るという予測が示されています。このように気
候変動問題とも深く関わる水問題に対して、世界的な危機
意識が高まりつつあります。

水と衛生へのアクセスという「人権」
また、こうした水問題を考える際に一つのキーワードと

なるのが、WASHです。WASHは、水（Water）、トイレ
等の衛生設備（Sanitation）、衛生習慣（Hygiene）を略
した言葉です。このWASHが重要な理由は、こうした
WASHへのアクセスが、人権の一つとして国際的に位置付
けられ始めているためです。実際に、2010年には安全で
清潔な飲料水、トイレ等の衛生設備へのアクセスを人権と
して認める決議が国連総会で採択され、2015年には飲料
水とトイレへのアクセスが別個の独立した人権として承認
されています。

しかしながら、2020年時点で安全な水を飲料水として
利用できる世界の人口は全体の8割に満たない水準です
（図表2）。2015年対比でみると、やや改善傾向にはあ
るものの、今もなお多くの人々が安全に管理された飲料水
を利用できない状況にあります。また、安全なトイレを利
用できるのは世界の約5割、基本的な衛生サービスを利用
できるのは約7割と、残りの多くの人々がWASHへのアク
セスが確保されていない状況にあります。

深刻化する水リスクと企業に求められる対応

※巻末の投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項を必ずお読みください。
※上記図表などは、将来の経済、市況、その他の投資環境にかかる動向などを示唆、保証するものではありません。
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 約半世紀ぶりに国連世界水会議が開催。官民から示された700以上のコミットメントを「水行動アジェ

ンダ」として取りまとめ

 清潔で安全な水と衛生へのアクセスは人権として国際的に認められているものの、未だ世界の多くの

人々がアクセスすることができない

 水リスクへの危機意識が国際的に高まる中で、企業の取り組みの進展が期待される

次ページへ続く

図表1 国連世界水会議の5つのテーマ

エコノミスト 枝村 嘉仁

出所：UN Waterを基にアセットマネジメントOneが作成

出所:unicefのデータを基にアセットマネジメントOneが作成

図表2 飲料水として利用する水の種類別の人口割合

¹30分未満で利用可能、²利用に30分以上必要、³保護されていない井戸等



富栄養化

水域に過剰な栄養負荷（窒素とリン等）がか

かることで、藻類等の水生植物が過剰に増

え、水中が酸素不足になる。

金属汚染
飲料水を汚染して人間の健康を脅かすほか、

自然の生態系へもダメージを与える。

プラスチック

汚染

プラスチックが絡まる、また摂取されること

で水生生物に悪影響を及ぼす。

地下水の

枯渇

自然の涵養能力を超える過剰な水の採取に

よって、地下水が枯渇する。

水流の分水・

移動

ある河川から別の河川への水の移動や、人工

の水路や貯水池を利用し人為的に大量の水を

一カ所に集中させること等。

水量
バリューチェーン全体で、水不足地域の水の

利用可能性に悪影響を与えない。

水質
バリューチェーン全体で、水質に悪影響を与

えない。

生態系の保護

淡水の供給や水の生物多様性に不可欠な生態

系の転換に寄与せず、事業が依存する生息地

の回復に取り組む。

水と衛生への

アクセス

バリューチェーン全体で、WASHへの普遍的

かつ公平なアクセスに貢献することで、コ

ミュニティの社会的、経済的、生態学的な回

復力を高める。

取締役会の

監督

取締役会・上級管理職が水管理活動を監督す

る。

公共政策への

関与

持続可能な水資源管理とロビー活動とを整合

させる。

図表3 産業が淡水にもたらす深刻なリスク

出所:Ceres「Corporate Expectations for Valuing Water」を基に
アセットマネジメントOneが作成

既に深刻な状況にある中、先述の気候変動問題に加え、
世界的な人口増等により、今後さらに水不足が深刻化する
可能性が指摘されており、企業、そして経済の従来の在り
方を見直す機運が高まりつつあります。

産業の水リスク
企業が水へ及ぼす影響に注目が集まるのは、企業が水に

対して極めて大きな影響を与えているからにほかなりませ
ん。米国の機関投資家や環境団体等によって構成される環
境NGO であるCeresは、産業によって淡水にもたらされ
るリスクのうち、特に深刻なリスクを5つ特定しています
（図表3）。富栄養化は、水中の酸素濃度を低下させ水生
生物の大量死を引き起こします。水の金属汚染やプラス
チック汚染は、自然だけでなく、人体の健康へも悪影響を
及ぼします。一方、地下水を自然の涵養能力を超えるペー
スで使用し続けると、地下水が枯渇し周辺地域の水の利用
可能性を大きく低下させます。また、水流の分水等も、特
に大規模な分水は様々な経路で河川に被害をもたらす可能
性が指摘されています。

企業の在り方が今後問われていくことに
かかる中、企業に対して水の課題解決に向けた取り組み

を促す動きが、投資家の中から現れ始めつつあります。上
述のCeresが 昨年設立した「Valuing Water Finance
Initiative」 も、そうした動きの一つといえます。同イニ
シアチブは、水の使用量が多い企業に対して、財務リスク
への対処や水資源の保護を求める取り組みを行う組織です。
複数の機関投資家らが参画し、参画機関の運用資産の総額
は9.8兆ドルにものぼります。同イニシアチブは、企業に
求める水に関する6つの期待を提示し、2030年までに達
成するよう企業にエンゲージメントを実施していくとして
います（図表4）。対象は主に食品、アパレル、テクノロ
ジー関連企業であり、日本からも複数の企業が選出されて
います。

このように、産業が淡水にもたらす影響に注目が集まり
つつある中、企業の取り組みが今後進展していくことが期
待されます。

※巻末の投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項を必ずお読みください。
※上記図表などは、将来の経済、市況、その他の投資環境にかかる動向などを示唆、保証するものではありません。
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図表4 2030年に向けての企業への期待

出所:Ceres「Global Assessment of Private Sector Impacts on 
Water」を基にアセットマネジメントOneが作成



【投資信託に係るリスクと費用】

 投資信託に係るリスクについて

投資信託は、株式、債券および不動産投資信託証券（REIT）などの値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替リスクもありま

す。）に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者
の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファ
ンドの運用による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

 投資信託に係る費用について

［ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。］

 お客さまが直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料：上限3.85％（税込）

換 金 時 手 数 料：換金の価額の水準等により変動する場合があるため、あらかじめ上限の料率等を示すことができません。

信託財産留保額：上限0.5％

 お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用（信託報酬）：上限年率2.09％（税込）

※上記は基本的な料率の状況を示したものであり、成功報酬制を採用するファンドについては、成功報酬額の加算によってご負担
いただく費用が上記の上限を超過する場合があります。成功報酬額は基準価額の水準等により変動するため、あらかじめ上限の

額等を示すことができません。

その他費用・手数料：上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）等でご確

認ください。その他費用・手数料については定期的に見直されるものや売買条件等により異なるため、あら
かじめ当該費用（上限額等を含む）を表示することはできません。

※ 手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することはできません。

※ 上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。
費用の料率につきましては、アセットマネジメントOne株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用におけ
る最高の料率を記載しております。

※ 投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国が異なることから、リスクの内容や性質、

費用が異なります。投資信託をお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡し
しますので、必ずお受け取りになり、内容をよくお読みいただきご確認のうえ、お客さまご自身が投資に関してご判断ください。

※ 税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項

【ご注意事項】

 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。

 当資料は、情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。

 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性

について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

 当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

 投資信託は、

1. 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会
社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象ではありません。

2. 購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。

3. 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。
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